業務委託契約書

　団体名　　　及び主宰者である　氏名 （以下「甲」という。）と__________________（以下「乙」という。）とは、以下のとおり業務委託契約（以下、「本契約」という。）を締結する。
第１条（委託業務）

１　甲は、乙に対し、以下の執筆業務（以下、「本業務」という。）を委託し、乙はこれを受託する。
（１）原稿テーマ：海外マーケットを視野に入れたドラマシリーズの脚本開発
（２）原稿分量：パイロット版（第一話）脚本とシリーズ構成プロット（シリーズ企画書）と最低一話分の各話詳細プロット
（３）（１）（２）に伴うその他付帯業務
第２条（委託料）　　
１　甲は、乙に対し、本業務の対価として、下記に定めた金額を支払う。
（１）金  ◯ 円（消費税込み） 2023年 ◯月活動費として
（２）金  ◯ 円（消費税込み） 2023年 ◯月活動費として
（３）金  ◯ 円（消費税込み） 2023年 ◯月活動費として
２　甲は前各項に定める委託料を、2024年 ◯ 月末日までに、乙の指定する銀行口座に振り込む方法によって支払う。なお、振込手数料は甲の負担とする。

３　履行期間に 1ヶ月未満の端数が生じたときは、前項に規定する業務委託料は 1ヶ月を 30 日 として日割り計算により算定した額とする。
第３条（権利帰属）
（1） 本業務に基づき作成された成果物（原稿データ、その他付属ドキュメント等。以下、「本件目的物」という。）に関する著作権その他の権利（著作権法第２７条及び第２８条に基づく権利を含む。）については共有とし、甲が◯%、残りの◯%を本件目的物の納入後、甲を含む  （団体名）　の他メンバーと協議の上、貢献度に応じて配分するものとする。
（2） 前項における貢献度の算定については、各作品のメインライター（アンカー）を務めた者が◯%、甲が◯%、残り◯%を他のメンバーにそれぞれ投票権を配分、多面評価アンケートの実施により貢献度を決定するものとする。
第４条（報告義務）　　
乙は、甲に対し、本業務の遂行に関し、甲が要求する事項について報告する。
　報告方法については
第５条（検査）　　
１　乙は、本件目的物を、個別の業務ごとに定める締切日までに完成させた上で、甲乙協議の上定める方法により甲に引き渡して納入する。
２　甲は、前項による本件目的物の納入後直ちに本件目的物の内容を確認する。

３　前項の確認の結果、本件目的物に明らかな瑕疵がないと認めた場合、甲は乙に対し、受領書を交付する。本件目的物に瑕疵がある場合は、甲はその旨を乙に対して通知するものとし、乙は当該瑕疵を甲の指示する期間内に修正の上、再度納入するものとし、納入後の手続は本条第２項以下の規定を適用する。
４　前項による本件目的物の瑕疵の修正が、第２条第２項に定める委託料の支払期日までに完了しないときは、甲は当該修正が完了するまで委託料の支払いを停止することができる。

第６条（秘密保持）　　
乙は、本契約の内容ならびに本業務の履行に関して甲から開示された一切の情報を秘密として保持するものとし、甲の書面による事前の同意なく第三者に開示し、漏洩し、又は本契約を履行する目的以外に使用してはならない。但し、以下の各号に該当する場合はこの限りではない。

（１）開示を受けた時点で、既に公知となっている情報。

（２）開示を受ける前から乙が保有していた情報。

（３）開示を受けた後に、乙の責に帰すべからざる理由により公知となった情報。

（４）開示を受けた後に、正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく入手した情報。

（５）甲が事前に書面によって第三者への開示を承諾した情報。

（６）開示を受けた情報とは無関係に乙が独自に開発した情報。
第７条（事故処理）　　
甲及び乙は、本契約に基づく本業務の遂行に支障をきたすおそれのある事態が生じた場合は、速やかに相手方へ連絡するとともに、甲乙協力してその解決処理にあたるものとする。
第８条 （著作者人格権）

乙が本著作物の内容・表現又はその題号に変更を加える場合には、あらかじめ甲及び他メンバーの承諾を必要とする。

第９条（不可抗力）
甲及び乙は、天災事変、戦争、暴動、内乱、同盟罷業、争議行動その他不可抗力により本契約の全部又は一部の履行の遅延又は不能が生じた場合は甲及び乙は共にその責を負わないものとする。

第１０条（解約）　　
甲及び乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当したときは、催告その他の手続きを要することなく、直ちに契約を解除する事ができる。
（１）相手方が本契約の各条項に違反し、相当期間を定めた催告にもかかわらず是正しないとき。
（２）その他本契約を継続しがたい重大な事由が発生したとき。
第１１条（契約終了後の処理）
乙は、本契約終了後、甲の指示に基づき、直ちに本業務に関する資料を返却又は、破棄するものとする。
第１２条（反社会的勢力の排除）　

１　甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、本契約締結時において、自ら（法人の場合は、代表者、役員又は実質的に経営を支配する者。）が暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団その他反社会的勢力に該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。

２　甲又は乙の一方が前項の確約に反する事実が判明したとき、その相手方は、何らの催告もせずして、本契約を解除することができる。
第１３条（紛争処理）
本契約に関して生じた紛争については、一般社団法人日本商事仲裁協会の商事仲裁規則に従って仲裁により最終的に解決する。仲裁地は東京とする。
第１４条（協議）
甲及び乙は、本契約に定めのない事項が生じたとき、又は本契約の条項の解釈について疑義が生じたときは、誠意をもって協議し、円満に解決を図るものとする。

本契約の成立を証するため、本契約の電磁的記録を作成し、甲及び乙は電子署名を施し、各自その電磁的記録を保管する。

令和 ◯　年 ◯ 月 ◯ 日 
(甲) 氏名 : 　　　 　　　　　　　　　　　　 　　印 (サインでも可)

(乙) 氏名 : 　　　　　　　　　　　　　　　　　　印 (サインでも可)

